






























































釈の可能性を認めない事例のひとつが、BGE 102Ⅰa 279 E. 2ff.にも見られる。そ
こにおいて、連邦裁判所は、留置所にかんするチューリッヒ邦令を違憲であるとし、
その際、同令の制定者に対して、憲法に適合する規定を制定すべき義務を課した。
































て十分な憲法上の権利の保障が確保されつづけるのである」。（BGE 118Ⅰa 306 E. 1f. 武器
規則事件。また参照、BGE 125Ⅰ65 E. 3b. Ruth Leutenegger事件） 
　ｃ）連邦憲法190条による適用命令（Anwendungsgebot von Art.190 BV）
　連邦憲法190条によれば、裁判官は、連邦法律について、それが連邦憲法に違反
していない限り、適用する義務を負っている。ただし、そのことは、連邦法律につ





























　例として、―― BGE 123 Ⅳ 236 E.8cc, ジャーナリストの通信に対する管理；



























それを認容することがある（BGE 125 Ⅱ 417E.4d. PKKの宣伝資料事件）。この判決につい
ては、N.1926aも参照せよ。
第４節　連邦憲法を支える基本価値
































































































Ⅲ．法治国家と民主主義： 内部的関連と緊張関係 （Rechtsstaat und Demokratie : 

























する優位」について、適切に語っている（CHRISTOPH MÖLLERS, Das Grundgesetz: 












































　　Bundesverfassung der Sweizerischen Eidogenossenschft vom 18. April 1999
第５条（法治国家の活動原則）
①　すべての国家活動は、法にもとづいておこなわれ、法によって制限される。
②　国家活動は、公共の利益に合致し、目指す目的と均衡のとれたものでなければならない。
③　国家機関および私人は、信義誠実の原則にもとづいて活動しなければならない。
④　連邦と邦は、国際法を尊重する義務を負う。
第５a条（補完性）
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　国家の任務の配分および遂行にかんしては、補完性の原則が尊重されなければならない。
（本条は、2004年11月28日の国民投票で採択され、2008年１月１日に発効した。）
第６条（個人的責任と社会的責任）
　何人も、自己自身に対して責任を負い、能力に応じて国家と社会における役割を果たすこ
とに寄与する。
第７条（人間の尊厳）
　人間の尊厳は、尊重され、保護されなければならない。
第36条（基本権の制限）
①　基本権の制限には、法律の根拠を必要とする。重大な制限については、あらかじめ法律に
より規定されていなければならない。ただし、重大で、差し迫った、他に避けることができ
ない危険のある場合は除く。
②　基本権の制限は、公共の利益または第三者の基本権の保護のためには正当化されなければ
ならない。
③　基本権の制限は、目指す目的と均衡のとれたものでなければならない。
④　基本権の核心的部分は、不可侵である。
第51条（邦の憲法）
①　邦はすべて、民主的な憲法をもつ。それは、邦の有権者の過半数が要求する場合、改正し
うるものでなければならない。
②　邦憲法は、連邦の保障を必要とする。連邦は、邦の憲法が連邦法に反しない場合、それを
保障する。　
第148条（〔連邦議会の〕地位）
①　連邦議会は、国民と邦の権利を留保して、連邦の最高権力を行使する。
②　連邦議会は、国民院と全邦院の二院で構成される。両院は、相互に対等の権限を有する。
第164条（立法）
①　重要な法規範はすべて、連邦法律の形式で制定される。とりわけ、次の各号の事項にかん
する基本的な規定がそれに該当する。
　ａ．政治的権利の行使
　ｂ．憲法上の権利の制限
　ｃ．個人の権利および義務
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　ｄ．税金・料金等の納付義務者の範囲、および、税金・料金等の対象とその評価方法
　ｅ．連邦の任務および給付
　ｆ．連邦法の実施および執行における邦の義務
　ｇ．連邦官庁の組織および手続
②　立法権限は、連邦法律が禁止していない限り、連邦法律により委任することができる。
第190条（適用されるべき法）
　　連邦裁判所およびその他の法適用機関は、連邦法律および国際法に拘束される。
第191c条（司法権の独立）
　　司法官庁は、独立して司法権を行使し、法にのみ拘束される。
Ⅱ　ドイツ連邦共和国基本法〔1949年〕
第20条〔連邦国家、権力分立、社会的法治国家、抵抗権〕
①　ドイツ連邦共和国は、民主的かつ社会的な連邦国家である。
②　すべての国家権力は、国民（Volk）に由来する。国家権力は、選挙および投票において国
民により、かつ、立法、執行権および裁判の個別の諸機関を通じて行使される。
③　立法は憲法に適合する秩序に、執行権および裁判は法律および法に拘束されている。
④　この秩序を排除することを企てる何人に対しても、すべてのドイツ人は、他の救済手段が
可能でない場合には、抵抗する権利を有する。
　〔第４項は、1968年６月24日の第17回改正で追加された。〕
Ⅲ　フランス第５共和国憲法〔1958年〕
第１条〔共和国の基本原理〕
①　フランスは、不可分の、非宗教的、民主的かつ社会的な共和国である。フランスは、出生、
人種または宗教による差別なしに、すべての市民に対して法律の前の平等を保障する。フラ
ンスは、いかなる信条をも尊重する。その組織は、地方分権化される。
②　法律は、選挙によって選出される議員職と公職、ならびに職業的および社会的要職に対す
る男女の平等なアクセスを促進（favoriser）する。
　〔1995年８月４日の憲法的法律第95-880号により共同体にかんする旧第１条が削除され、旧
第２条第１項が第１条となる。2003年３月28日の憲法的法律第2003-276号により分権化の
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規定を追加。1999年７月８日の憲法的法律第99-569号により第５条第４号を追加し、2008
年７月23日の憲法的法律第2008-724号により第４条第５項が本条第２項に移動。文言を追加。〕
　（以　上）
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